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まえがき 
 

本年度の監査テーマは、沖縄県内における新型コロナウイルス感染症拡大のいわゆる第一

波が収まった頃に、沖縄県庁内の状況等をヒアリングしたうえで決定した。 
監査期間中においても第二波、第三波があった中での監査となったため、６つある県立病

院のうち宮古病院への往査を見送るなど、予定していた監査手続を実施できなかった部分も

あったが、病院事業局の職員のみなさまには、大変なご協力をいただき感謝申し上げる。 
 監査人自身がそうであるように、未知の感染症対応において、県立病院が果たしている役

割は、他の組織が代替できるものではなく、県立病院の重要性を痛感した県民は少なくない

と思う。今後も感染症や災害時において県立病院が担う医療サービスに対する期待及びニー

ズは益々大きくなると考えられる。 
 そのため、県立病院には将来にわたり県民に対する医療サービスの提供を持続することが

求められる。それゆえ今回の監査では、県立病院が持続可能な組織体制を構築していくうえ

で改善を図るべき点は何か、という視点を持って臨んだ。監査の結果及び意見には、従来の

事務の方法を抜本的に変えるべきとの指摘があるが、病院事業局及び各県立病院の現場の意

向を踏まえながら、組織としての持続可能性を高める方策として検討いただきたい。 
 昨年から引き続き、感染症対応により逼迫する医療現場で奮闘されておられる医療従事者

のみなさまに、県民の一人として感謝申し上げる。 
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第１章 監査の概要 
第１． 監査の種類 
地方自治法（以下「法」という。）第 252 条の 37 第１項の規定に基づく包括外部監査 

第２． 選定した特定の事件（テーマ） 
沖縄県病院事業局における財務事務の執行及び経営に係る事業の管理について 

テーマ選定理由 
沖縄県では、北部、中部、南部、宮古、八重山の５つの二次医療圏に、６つの県立病院と 16

カ所の附属診療所が整備され、県立病院が中核となって本県の医療提供体制が構築されてき

た。 
救急医療、小児医療及び周産期医療など、一般的に不採算と言われる医療で地域の中核と

なり、また、救命救急センターなど、３次医療の拠点を整備し、高度な医療を提供するとと

もに、県立病院が地域医療の確保に大きな役割を果たしており、小規模な離島においても、

プライマリ・ケアを学んだ医師等により医療を提供している。 
このように県立病院は、本県の医療提供体制において重要な役割を担っており、今後も地

域において必要な医療を適切かつ安定的に提供していくためには、自律的な経営の下で、持

続可能な経営の健全化の達成に向けた取組を進めていく必要がある。 
沖縄県病院事業局（以下、「病院事業局」という。）では、これまで、「沖縄県病院事業経営

健全化計画（昭和 57 年度～平成 19 年度 １～４次）」、「県立病院経営再建計画（平成 21 年

度～平成 23 年度）」及び「県立病院経営安定化計画（平成 24 年度～平成 28 年度）」を策定

して経営改善に取り組んできた。そして、消費税率の引き上げや会計制度の見直し等による

外部環境の変動など、県立病院の経営に大きな影響を与える要因が生じたことに鑑み、さら

なる経営の安定化や県立病院の改革に向けて、「経常収支の黒字確保」、「投資資金の確保」、

「手元流動性の確保」の３つの基本目標等に加えて、県立病院の役割の明確化や、役割を果

たしていくための取組等を明記した「沖縄県立病院経営計画（平成 29 年度～平成 32 年度）」

を策定している。 
しかし、平成 28 年度の労働基準監督署の是正勧告（支給基準見直しによる医師の時間外手

当ての増・過去分の追給）により、計画初年度である平成 29 年度は３つの基本目標のいずれ

も達成することができなかった。また、消費税率の改正、医師の働き方改革に伴う医師増員、

地方公務員法等の改正等の要因により、今後も経営の悪化が見込まれたことで、平成 30 年度

に計画の見直しを行い、取り組んでいるところである。 
このような状況において、県立病院が持続可能な経営管理体制を構築していくうえで、沖

縄県病院事業局における財務事務の執行及び経営に係る事業の管理を包括外部監査のテーマ

にすることは有意義であると考えた。 
 
第３． 包括外部監査の手法 
１． 監査の着眼点 

本監査は、病院事業局における財務事務の執行及び経営に係る事業の管理が、有効性、経
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済性、効率性、及び合規性が図られているかどうかについて、主に以下の着眼点で監査を実

施した。 
1. 沖縄県立病院経営計画の進捗管理は、具体的な数値目標の達成度分析を含めて合理的

になされているか。 
2. 原価計算の効果的な活用による経営改善の取組がなされているか 
3. 一般会計等繰入金の目標管理及び算定基礎の取扱いは適切に実施されているか 
4. 前回監査結果（平成 15 年度）に対する措置状況は適切か 
5. 医業収益の調定や診療報酬請求業務は適切に実施されているか 
6. 医業未収金等の債権管理は適切に実施されているか 
7. 公営企業会計基準への対応は適切であるか（発生主義、各種引当金の妥当性など） 
8. 本庁と各病院間、及び各病院間における債権債務や資材・固定資産等の移動は適切に

管理されているか 
9. 現金預金に関する管理は適切に実施されているか 
10. 医薬品や診療材料等の購入・受け払い管理・棚卸管理は適切に実施されているか 
11. 固定資産の管理・稼働状況・現物確認は適切に実施されているか 
12. 業務委託契約の選定方法、業務の管理、評価等は PDCA サイクル等の活用により、効

果的に実施されているか 
13. 医薬品、診療材料及び固定資産等の購入は効率的に実施されているか 

さらに、各着眼点にチェックポイントを設定している。チェックポイントについては、「第

４章 第２.個別の指摘及び意見のまとめ」を参照されたい。 

２． 実施した主な監査手続 
 関係書類の閲覧・照合・分析 
 関係者への質問 
 各病院における固定資産（医療機器等）、貯蔵品（医薬品・診療材料等）の現物及び管

理状況の確認 
 会計処理及び決算処理の検討 
 その他監査人が必要と認める監査手続 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、各病院への往査は２日間とし、主

に現物確認（貯蔵品、固定資産の管理状況など）や、持ち出し困難な資料の閲覧などを実施

した。その他の資料等の提示やヒアリング等は e-メールを活用した。 
但し、宮古病院には宮古地域の感染状況を考慮した結果、監査期間中において往査できな

かった。 
 
第４． 監査実施期間 
令和２年７月 15 日から令和３年３月 26 日まで 
なお、令和２年４月から７月前半までは、特定の事件の選定、監査人補助者の選任及び予

備調査等を実施した。 
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第５． 監査の対象年度 
令和元年度（平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日）。 
ただし、必要に応じて過年度及び令和２年度の事務についても一部監査対象とした。 

第６． 監査対象部局 
１． 病院事業局（本庁、各病院・診療所） 
２． 保健医療部 
３． 県議会 

県議会において、病院事業局における財務事務の執行及び経営に係る事業の管理について、

どのように評価しているのか、常任委員会議事録の閲覧等を実施した。 

第７． 監査従事者 
包括外部監査人 公認会計士・税理士 友 利  健 太 
包括外部監査人補助者 公認会計士 木 戸  秀 徳 
 公認会計士・税理士 仲宗根  あゆみ 
 税理士 當 間  健 一 
 行政事務経験者 宇都宮  美穂 

第８． 利害関係 
包括外部監査の対象とした事件につき、法第 252 条の 29 の規定により記載すべき利害関

係はない。 

第９． 表示数値 
報告書の表の合計（または差額）は、単位未満の端数の関係で、総数と内訳の合計（または

差額）とが一致しない場合がある。 

第１０． 語句の説明 
「指摘」： 主に合規性に違反する場合（法令、条例、規則、規程、要綱等に抵触する場合）、

あるいは社会通念上適当でないと考えられる場合に該当する事項のほか、事務

処理ならびに組織の運営に関する合理化を図るうえで喫緊の課題と判断した事

項を記載している。 

「意見」： 有効性・経済性・効率性の視点で、事務処理ならびに組織の運営に関する合理

化に役立つものとして、専門的見地から改善を提案する事項を記載している。 
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第２章 県立病院の経営と県立病院を取り巻く環境の概要 
（出典：沖縄県病院事業局 Web サイト「第 1 回県立病院ビジョン検討委員会」関連資料） 
第１． 県立病院の経営の概況 

沖縄県立病院は、2006 年の地方公営企業法の全部適用以来、北部病院（名護市）、中部病

院（うるま市）、南部医療センター・こども医療センター（南風原町）、宮古病院（宮古島市）、

八重山病院（石垣市）の５総合病院及び精神科単科病院の精和病院（南風原町）並びに離島

に設置された 16 の附属診療所（休止中の３診療所を含む）による医療体制を構築し、県民の

健康保持に必要な医療を提供してきた。 
全部適用以来の収益を見ると、2009～2012 年度までを除いて純損失を計上していたが、

2019 年度は３億 7400 万円の純利益を計上した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２． 県立病院を取り巻く環境の概況 
１． 沖縄県の将来の人口推計 

「沖縄２１世紀ビジョンゆがふしまづくり計画（沖縄県まち・ひと・しごと創生総合戦略）」

（沖縄県、2020）では、「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所、2019）
等をもとに、沖縄県の総人口は 2030 年前後にピークを迎えた後に減少に転じるとしている。

「日本の地域別将来推計人口」では、2040 年の沖縄県の推計人口は 1,452 千人、年少人口は

224 千人、生産年齢人口は 792 千人、老年人口は 436 千人となり、年少人口及び生産年齢人

口が減少し、老年人口が大きく増加すると予想されている。 
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２． 沖縄県における医療需要の変化 

年齢階級別の人口 10 万人当たりの入

院受療率は、高齢者になるほど増加傾向

にあり、特に 75 歳以上では平均を大き

く上回る状況にある。 
沖縄県の将来推計人口及び年齢階級

別入院受療率の推移から推計すると、今

後、北部、中部、南部、八重山の各保健

医療圏においては入院患者数が増加す

るものと見込まれ、宮古保健医療圏につ

いては横ばいで推移するものと見込ま

れている。 
 

第３． 新型コロナウイルス感染症が県立病院に及ぼす影響 
１． 新型コロナウイルス感染症患者への対応等による影響 

県立病院は、新型コロナウイルス感染症

の流行に際し、患者を積極的に受け入れて

治療に当たった。治療に当たっては、患者

を他の患者と完全に隔離する必要がある

ほか、 
患者と接する医療従事者は防護具の装

備が求められる等の事情により通常より

極めて多くのマンパワーを必要とした。 
そのため各病院では、予定されていた手

術の延期、入院患者の退院促進及び他機関

への転送等により病床と医療従事者の確

保に当たった。感染症の発生により患者の救急受診控えが発生したこともあり、令和２年度

厚生労働省「平成

29 年度患者調査」

に基づき 
病院事業総務課で

作成 
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上半期の県立病院の入院及び外来収益は全ての病院で前年度を下回り、合計で前年比マイナ

ス 13.2 パーセントとなった。 

２． 新型コロナウイルス感染症に伴う疾病構造等の変化 
新型コロナウイルス感染症の流行下にあっては、マスク着用や手指衛生等の徹底などの予

防策により、インフルエンザ等、新型コロナウイルス感染症以外の感染症患者が激減するな

ど、疾病構造に変化が見られた。また、患者が新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる

病院を忌避し、他の病院を受診するようになるなど、患者の受療行動にも変化が見られた。 
 
第４． 県立病院及び県内医療機関の状況等 
１． 県立病院の役割及び医療機能の変化 

県立病院の医療実績を見ると、年間の延べ入院患者数は平成 21 年度の約 67 万人から平成

30 年度の約 64 万７千人と、わずかに減少

しているが、平均在院期間は短縮し、新規

入院患者数は増加している。一方、厚生労

働省「DPC 導入の影響評価に係る調査」で

平成 22 年度と平成 30 年度を比較すると、

県立の５病院（精和病院を除く。）において、

DPC を利用した退院患者数は 138％に増

加しているものの、沖縄県内における県立

の 5病院退院患者の占める割合は 26.4%か

ら 23.5%へと低下している。 
 
 
 
 
 
 
 
 

２． 北部基幹病院（公立北部医療センター）設立に向けた協議の状況 
令和２年７月、沖縄県知事、沖縄県病院事業局長、公益社団法人北部地区医師会長及び北

部 12 市町村長の間で沖縄県立北部病院及び公益社団法人北部地区医師会北部地区医師会病

院の統合による基幹病院の設立について合意が成立した。現在、設置に向けた詳細について、

関係団体間で協議が行われている状況にある。 
沖縄県病院事業局は、公立北部医療センターが設立されるまでの間、北部病院の経営を維

持し、北部圏域における医療提供体制を確保する必要がある。 
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第５． 医療及び介護を担う人材の確保 
１． 医師を巡る状況 
(1) 医師の研修制度の変遷 

医師については、2004 年度から新医師臨床研修制度が開始され、診療に従事しようとす

る医師全てに２年間の臨床研修が義務づけられた。同制度では、内科、救急ほか７科目の研

修が必修とされ、従来スーパーローテート型の研修を行っていた沖縄県立病院等の臨床研修

病院を希望する研修医が増加した。一方で、大学病院の医師の減少を補うため、いわゆる医

局人事により地方の医療機関に勤務していた医師の大学への引上げが行われた。2010 年度

からは必修の期間、科目の弾力化が行われた。 
2018 年から開始された新しい専門医制度においては、専門医の領域とサブスペシャリテ

ィが設定され、日本専門医機構が認定するプログラムを修了することで専門医資格が取得で

きることになった。多くのプログラムにおいては、幅広い症例について一定数の診療経験を

有することが求められることから、多くの症例を経験できる都市部の医療機関に専攻医が集

中する傾向が生じた。 

(2) 医師の働き方改革 
2019 年４月から労働基準法の改正により、使用者と労働者の協定、いわゆる 36 協定によ

り定めることができる時間外及び休日労働の時間に上限が設けられたが、医師については

2024 年３月 31 まで上限が猶予されることになっている。2024 年４月からは、他の労働者

と同様の時間外労働の上限規制を基本としつつ、臨時的な必要がある場合の上限について、

医師について例外が定められることになっている。 

２． 看護師を巡る状況 
厚生労働省の医療従事者の需給に関する検討会看護職員需給分科会が 2019 年 11 月に公

表した中間取りまとめでは、３つのシナリオに基づく全国及び都道府県ごとの看護職員の需

要と供給について推計している。これによると、沖縄県では 2025 年に 1,045 人～2,841 人

の看護職員が不足すると推計されている。 
2015 年 10 月に導入された特定行為看護師制度では、一定の研修を受けた看護師が、手順

書の下、医師・歯科医師の判断を待たずに一定の医療行為を診療の補助として実施すること

が可能となった。国は、特定行為看護師を 2025 年度に 10 万人以上にすることを目指して

いる。 

３． 薬剤師を巡る状況 
平成 30 年医師・歯科医師・薬剤師統計によると、2018 年末時点における届出薬剤師数は

311,289 人で、２年前の前回調査に比べて 9,966 人増加している。しかし、主に従事してい

る施設・業務の種別では、薬局の従事者が 8,273 人増加しているのに対し、医療施設の従事

者は 1,912 人の増にとどまっている。診療報酬制度上、病棟薬剤業務実施加算の創設など医

療機関に勤務する薬剤師の需要が高まっているのに対し、実際に医療機関で勤務する薬剤師

数の増加は一定程度にとどまっている。 
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いずれも出典：厚生労働省「平成 30 年（2018 年）医師・歯科医師・薬剤師統計 結果の概要」 

また、人口 10 万人に対する薬剤師数は、全国平均が 190.1 人なのに対し、沖縄県は

139.4 人と最も少なくなっている。沖縄県内には薬剤師を養成する高等教育機関が存在しな

いことから、一般社団法人沖縄県薬剤師会は、 沖縄県内の国公立大学に薬学部（科）の創

設を求める活動を実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４． その他の医療従事者・事務職を巡る状況 

病院運営を支える人材の職種は多様であり、前述のほか、診療放射線技師、臨床検査技

師、視能訓練士、管理栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床工学技士、社会

福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士（公認心理師）、診療情報管理士、ボイラー技士等の

有資格者を確保する必要があるほか、看護補助員、調理士、事務職員等についても適切な人

員を確保する必要がある。現在、沖縄県病院事業局では各職種について、必要に応じて職員

選考採用試験を実施している。試験の実施に当たっては、一定の経験を有する者を対象にし

た試験を実施することで、必要な経験や能力を持つ人材の確保に努めている。 
また、一部の業務については 2020 年度から地方公務員法の改正により導入された会計年

度任用職員の任用を行うほか、委託、派遣等の方法により業務を実施している。 
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第６． 国及び県の医療を巡る方針、制度等 
１． 国の基本方針等 
(1) 経済財政運営と改革の基本方針 2020 

2020 年７月 17 日に閣議決定された経済財政運営と改革の基本方針 2020（骨太方針

2020）及び成長戦略フォローアップにおいては、「『ウィズコロナの成長戦略』として、医療

提供体制について、疑い症例も含めた病床確保、診療報酬の引上げ、病床確保・施設整備等

の補助を通じた支援の推進、人材確保、医療器材及び医薬品の確保等が掲げられている。 
また、「『新たな日常』を支える包摂的な社会の実現」として、エビデンスに基づく予防・

健康作り、重症化予防の取組の推進、国民皆保険の維持が示されたほか、データヘルス改革

のための保険診療データプラットフォームの 2020 年度の本格運用、特定検診の情報、薬剤

情報、手術等の情報を患者及び全国の医療機関が確認できる仕組みを 2022 年度までに順次

稼働させること、オンライン診療及び電子処方箋発行の普及促進、ＡＩを活用した医療機器

の開発、医療・介護分野のデータのデジタル化・国際標準化の推進等も盛り込まれている。 
そのほかに、医療・介護関係職のタスクシフトのために、特定行為看護師の活用推進、救

急救命士の活動場所及び活動範囲の拡大が検討されている。 

(2) データヘルス改革 
国は、健康・医療・介護現場において ICT の利活用を推進するため、各種データの整

理・収集・分析を実施するためのシステム環境整備及び ICT インフラの稼働を推進するた

め、2017 年に「データヘルス改革推進本部」を設置した。2020 年７月 30 日の第７回同本

部会議においては、骨太方針 2020 を踏まえ、2022 年までの 2 年間を集中改革期間と定

め、患者や全国の医療機関等で医療情報を確認できる仕組み及び電子処方箋について 2022
年夏に、国民が自身の検診結果等の保健医療情報をＰＣ等から確認できる仕組みについて、

2022 年度早期に運用開始するとしている。 

２． 県の方針、計画等 
(1) 沖縄２１世紀ビジョン及び同基本計画 

沖縄県が 2008 年３月に策定し、おおむね 2030 年頃の沖縄のあるべき姿、ありたい姿を

描いた沖縄２１世紀ビジョンでは、目指すべき将来像として医療をはじめとした社会環境の

整備、健康福祉セーフティネットの整備等が掲げられ、これらを実現するための施策の展開

方向が定められている。 
沖縄２１世紀ビジョンのもと、沖縄振興特別措置法に基づく沖縄振興計画として沖縄２１

世紀ビジョン基本計画（計画年度：2012 年～2021 年）が 2012 年５月に策定（2017 年５月

に改訂）された。同計画では、県民ニーズに即した保健医療サービスの推進のため、「県立

病院については、地域における中核的な公的医療機関としての役割に応じた安定的な医療提

供ができるよう、持続的な経営の健全化に取り組むとともに、必要な医療提供体制の整備を

図ります。」とされた。 
現在、沖縄県では 2022 年度以降について、沖縄振興特別措置法に基づく沖縄振興計画と

して新たな計画の策定に取り組んでいる。 
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(2) 第７次沖縄県保健医療計画 
医療法に基づき、都道府県は医療提供体制の確保を図るための計画（医療計画）を定める

ことになっている。沖縄県では 2018 年に 2024 年３月までを計画期間とした第７次沖縄県

保健医療計画を策定した。本計画の中では、課題及び基本方向として「人口構成の変化」

「死亡率、平均寿命の改善」「効率的で質の高い医療連携体制の構築」「保健、医療、福祉の

連携体制の構築」の４点を掲げている。 

(3) 沖縄県地域医療構想 
医療計画の別冊として 2017 年３月に沖縄県が定めた沖縄県地域医療構想では、2025 年に

県内の５構想区域（北部、中部、南部、宮古、八重山）ごとに必要となる機能別病床数を推

計している。推計によると、５構想区域とも回復期病床が不足し、急性期病床が過剰になる

見通しとなっている。将来の医療需要の変化に応じた対応については、各医療機関の自主的

な取組を中心としつつ、沖縄県地域医療構想推進会議や区域ごとに開催される地域医療構想

調整会議を通じて取組を推進することとされている。 

(4) 沖縄県外来医療計画 
沖縄県が 2020 年３月に策定した外来医療計画では、充実が必要な外来医療機能として

「夜間休日等における地域の初期救急医療」「在宅医療」「心筋梗塞等の心血管疾患」「糖尿

病」の４機能を定め、これら機能の確保に向け取り組むこととされた。 

(5) 沖縄県医師確保計画 
沖縄県が 2020 年３月に策定した医師確保計画では、沖縄県は医師多数都道府県かつ全て

の医療圏で医師多数区域と位置づけられているが、適切な地域完結型の医療提供体制を維持

するため、医師数を増やすこととされ、特に産科と小児科について、区域ごとに目標医師数

を定めて医師確保に取り組むこととされた。 

３． 医療制度改革（医療介護総合確保推進法） 
2014 年に地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律（医療介護総合確保推進法）が成立した。本法律によって、都道府県に地域医

療介護総合確保基金が設置され、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等のための

補助金が交付されるようになったほか、全ての病院が保有する病床の現在の機能及び将来の

予定を報告する病床機能報告制度、地域医療構想の策定、医師確保支援の設置等により、医

療、介護、住まい、予防、生活支援サービスが身近な地域で包括的に確保される体制を構築

する地域包括ケアシステムの構築を目指すこととされた。 

４． 近年の診療報酬改定の動向 
病院事業の収入の大半を占める保険診療による診療報酬は、国の中央社会保険医療協議会

の答申をもとに、原則として２年ごとに改定が行われている。近年の改定においては、手

術、入院、処置等に対して支払われる、いわゆる本体部分の報酬はプラス、薬品、診療材料

等の価格はマイナスで改定され、全体としてマイナスになる傾向が続いている。 
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入院料については急性期一般入院料１（旧：７対１看護入院料）の算定要件となる重症

度、医療・看護必要度の基準が引き上げられ厳格化する一方、地域包括ケア病棟（病床）等

の回復期で高い入院料が新設される等の変化が見られる。 

５． 公立病院改革（新公立病院改革ガイドライン） 
総務省は、2015 年３月に「新公立病院改革ガイドライン」を策定し、「公立病院改革の究

極の目的は、公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制の確保を図

り、その中で公立病院が安定した経営の下でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を

提供する重要な役割を継続的に担っていくことができるようにすること」と定め、各公立病

院設置自治体に対し、2020 年度までを計画期間とする新公立病院改革プランを定めるよう

求めた。ガイドラインでは、⑴地域医療構想を踏まえた役割の明確化 ⑵経営の効率化 ⑶

再編・ネットワーク化 ⑷経営形態の見直し の４つの視点に立った改革について定めるこ

ととされており、沖縄県病院事業局ではこれに対応して 2017 年３月に「沖縄県立病院経営

計画」を策定（2019 年３月に改定）した。 
総務省は 2020 年夏をめどにガイドラインを改定し、2021 年度以降の改革プランの策定を

求めることとしていたが、ガイドライン改定の時期は未定となっている。 
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第３章 監査対象の概要 
（出典：「令和元年度版 沖縄県立病院年報」、「沖縄県立病院経営計画」、沖縄県病院事業局 Web サイト「第 1 回

県立病院ビジョン検討委員会」関連資料） 

第１． 病院事業局の概要 
１． 沿革 

沖縄県病院事業は、昭和 47 年５月 15 日の本土復帰に伴い、琉球政府立病院を引き継いで

始まった。 
本県の医療提供体制は、復帰前までは琉球政府立病院主導で形成されたことに加え、復帰

後は他都道府県と比較してかなり立ち後れた状況を早急に立て直すために沖縄振興計画等に

より県立病院主導で整備拡充を行ったことから、他県と異なり、県立病院が大きな部分を占

めている。 
平成 18 年４月１日からは、赤字体質からの脱却と経営の抜本的な改革を目指して「地方公

営企業法の全部適用」へ移行し、沖縄県病院事業局となった。 
現在、沖縄県病院事業は、北部病院、中部病院、南部医療センター・こども医療センター、

宮古病院、八重山病院及び精和病院の６県立病院並びに 16 附属診療所を運営している。 

２． 病院事業機構図 
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３． 県立病院及び附属診療所の位置図 
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病院名

項目

昭和21年２月 昭和21年４月 平成18年４月

900-8570 905-8512 904-2293 901-1193

那覇市泉崎1-2-2 名護市大中2－12－3 うるま市字宮里281 南風原町字新川118-1

(27) (40) (50)

一　 般 325 555 423

結　 核 - - －

精　 神 - - 5

感　 染 2 4 6

計 327 559 434

医 　師 - 45 123 137

看護部門 - 271 571 517

その他 46 92 179 159

計 46 408 873 813

3(2) 1(1) 8(8)

入院基本料の
看 護 体 制

（一般) 327床 （一般）559床 （一般）429床･（精神）５床

基 準 給 食 昭和47年5月15日 昭和47年5月15日 昭和49年11月1日

基 準 寝 具 昭和47年5月15日 昭和47年5月15日 昭和49年11月1日

運 動 療 法 昭和58年9月1日 昭和59年6月1日 昭和62年5月1日

作 業 療 法 - - -

昭和55年5月17日 昭和52年12月23日 昭和59年5月1日

昭和52年3月10日 昭和51年3月22日 平成18年4月1日

昭和54年7月20日 昭和57年6月1日 昭和63年6月1日

昭和47年5月15日 - -

構　 造 ＲＣ造６階地下１階 SRC一部RC造地上７階地下１階 SRC造６階（免震構造）

延床面積 18,252㎡ 35,609㎡ 36,571㎡

28,505㎡ 41,723㎡ 57,278㎡

（注）　職員数の計には、附属診療所の定数（医師16人、看護師16人、計32人）は含まない。

本     庁 中　部　病　院北　部　病　院
南部医療センター・
こども医療センター

(診療科数)

病 床 数
(条例)

附属診療所数(稼動数)

内科　呼吸器内科　消化器内
科　循環器内科　神経内科
心療内科　外科　呼吸器外科
消化器外科　気管食道外科
肛門外科　心臓血管外科　脳
神経外科　小児外科　整形外
科　形成外科　精神科　アレル
ギー科　リウマチ科　小児科
皮膚科　泌尿器科　産科　婦
人科　眼科　耳鼻咽喉科　リハ
ビリテーション科　放射線科
病理診断科　救急科　歯科口
腔外科　麻酔科　腎臓内科
血液・腫瘍内科　感染症内科
糖尿病・代謝内科　内分泌内
科　乳腺外科　耳鼻咽喉・頭頸
部外科　新生児内科

診　療　科　目

職 員 数
（定数）

内科　呼吸器内科　消化器内
科　循環器内科　腎臓内科
神経内科　外科　呼吸器外科
消化器外科　脳神経外科　整
形外科　形成外科　 精神科　リ
ウマチ科　小児科　皮膚科　泌
尿器科　産科　婦人科　眼科
耳鼻咽喉科　リハビリテーショ
ン科　放射線科　病理診断科
救急科　麻酔科　歯科口腔外
科

内科　呼吸器内科　消化器内
科　循環器内科　神経内科
外科　呼吸器外科　消化器外
科　気管食道外科　心臓血管
外科　脳神経外科　小児外科
整形外科　形成外科　精神科
リウマチ科　小児科　皮膚科
泌尿器科　産科　婦人科　眼
科　耳鼻咽喉科　リハビリテー
ション科　放射線科　病理診断
科　救急科　歯科口腔外科
麻酔科　腎臓内科　血液・腫瘍
内科　感染症内科　糖尿病・代
謝内科　小児循環器内科　小
児心臓血管外科　小児腎臓内
科　小児神経内科　小児血液・
腫瘍内科　小児内分泌・代謝
内科　乳腺外科　小児脳神経
外科　小児整形外科　小児形
成外科　小児精神科　小児泌
尿器科　小児眼科　小児耳鼻
咽喉科　新生児内科　小児放
射線科　小児麻酔科

建  物

敷　地　面　積

基 準 施
設 承 認

総合病院承認

救急告示施設

人　工　透　析

人　間　ド ッ ク

開 設 年 月 日

住　         所

〒（郵便番号）

４． 各県立病院の概要 
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病院名

項目

昭和25年１月 昭和24年７月 昭和48年４月

906-0013 907-0002 901－1105

宮古島市平良字下里427番地１ 石垣市真栄里584ｰ1 南風原町字新川260

(26) (24) (5)

一　 般 226 255 - 1,784

結　 核 3 6 4 13

精　 神 45 38 246 334

感　 染 3 3 - 18

計 277 302 250 2,149

医 　師 46 45 9 405

看護部門 197 198 100 1,854

その他 75 72 39 662

計 318 315 148 2,921

1(1) 5(4) - 19(16)

入院基本料の
看 護 体 制

(一般)232床･(精神)45床 (一般)264床･(精神)38床 （精神) 250床

基 準 給 食 昭和47年5月15日 昭和51年7月29日 昭和61年3月1日

基 準 寝 具 昭和47年5月15日 昭和51年7月29日 昭和61年3月1日

運 動 療 法 昭和60年10月　　 昭和60年10月1日 -

作 業 療 法 - - 平成6年10月3日

昭和59年5月1日 昭和60年2月1日 -

昭和52年3月10日 昭和59年7月3日 -

昭和60年８月　　　 平成4年4月1日 -

- - -

構　 造 RC造６階 ＲＣ造５階 ＲＣ造３階

延床面積 20,409㎡ 23,258㎡ 10,259㎡

23,040㎡ 39,769㎡ 22,689㎡

（注）　職員数の計には、附属診療所の定数（医師16人、看護師16人、計32人）は含まない。

人　工　透　析

人　間　ド ッ ク

建  物

敷　地　面　積

職 員 数
（定数）

附属診療所数(稼動数)

基 準 施
設 承 認

総合病院承認

救急告示施設

開 設 年 月 日

〒（郵便番号）

住　         所

宮　古　病　院 八　重　山　病　院 精　和　病　院 計

内科　心療内科　精神科　リハ
ビリテーション科　歯科

内科　呼吸器内科　消化器内
科　循環器内科　神経内科
外科　消化器外科　心臓血管
外科　脳神経外科　整形外科
精神科　小児科 　皮膚科　泌
尿器科　産科　婦人科　眼科
耳鼻咽喉科　リハビリテーショ
ン科　放射線科　救急科　歯科
口腔外科　麻酔科　腎臓内科
地域診療科　総合診療科

内科　呼吸器内科　消化器内
科　循環器内科　神経内科
外科　呼吸器外科　消化器外
科　脳神経外科　整形外科
精神科　小児科　皮膚科　泌
尿器科　産科　婦人科　眼科
耳鼻咽喉科　リハビリテーショ
ン科　放射線科　救急科　麻酔
科　腎臓内科　歯科口腔外科

診　療　科　目

(診療科数)

病 床 数
(条例)
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常勤職員 会計年度任用職員 委託（派遣） 合計

医師 450 402 37 21 460
（研修医） 147 147

小計 450 402 184 21 607
看護師 1,881 1,850 182 2,032
看護補助員 13 13 226 55 294

小計 1,894 1,863 408 55 2,326
薬剤師 67 55 2 57
栄養士 23 22 14 25 61
調理士 13 14 1 130 145
診療放射線技師 87 87 5 92
臨床検査技師 123 123 11 134
視能訓練士 5 4 4
臨床工学技士 45 44 44
理学療法士 55 53 53
作業療法士 28 26 26
言語聴覚士 19 17 2 19
病院社会福祉 5 5 11 5 21
病院精神保健福祉 8 8 1 1 10
病院心理 7 6 2 1 9

小計 485 464 49 162 675
事務 186 183 232 273 688
施設管理技士 15 15 47 62

小計 201 198 232 320 750
（守衛） 67 67
（運転士） 6 6
（電話交換士） 15 15
（洗たく員） 7 7
（保清員） 159 159
（電気技師） 4 4
（ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱ） 1 26 27
（保育士） 9 9
（歯科衛生士） 28 28
（助手） 37 7 44
（診療情報管理士） 9 14 23
（医師クラーク） 127 5 132
（看護クラーク） 49 25 74

小計 260 335 595
3,030 2,927 1,133 893 4,953

実働数（令和2年5月1日）
職種

定数

（令和2年4月1日）

合　　　　　計

看護職

医師

コメディカル職

事務職等

その他定数では
定めていない職

５． 職員数（病院事業局全体） 
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６． 収益的収支決算 
注 1：端数処理のため、表の計算は各勘定科目の数値の合計とは一致しない場合がある。 
注 2：平成 26 年度以降は改正後の地方公営企業会計基準を適用している。 

(1) 病院事業局全体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 北部病院 
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(3) 中部病院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(4) 南部医療センター・こども医療センター 
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(5) 宮古病院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(6) 八重山病院 
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(7) 精和病院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(8) 本庁 
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第２． 沖縄県立病院経営計画 
１． 計画の意義 
沖縄県病院事業局（以下、「病院事業局」という。）では、これまでに４次にわたる「沖縄県

病院事業経営健全化計画（昭和 57 年度～平成 19 年度）」や「県立病院経営再建計画（平成

21 年度～平成 23 年度）」及び「県立病院経営安定化計画（平成 24 年度～平成 28 年度）」を

策定し、同計画に基づき、経営改善に取り組んできたところである。 
また、「県立病院経営安定化計画」の期間中には、消費税率の引き上げや会計制度の見直し

等による外部環境の変動など、県立病院の経営に大きな影響を与える要因が生じている。 
このようなことから、病院事業局では、さらなる経営の安定化や県立病院の改革に向けて、

これまでの「県立病院経営再建計画」や「県立病院経営安定化計画」における財務面の指標

等に加えて、県立病院の役割の明確化や、役割を果たしていくための取組等を明記した計画

を策定するものである。 

２． 計画の位置づけ 
本計画は、「県立病院経営安定化計画」に続く、新たな経営計画に位置付けるとともに、「新

公立病院改革ガイドライン」に基づく「新公立病院改革プラン」にも位置付けるものとする。 

３． 計画の目標 
本計画においては、「経常収支の黒字確保」、「投資資金の確保」、「手元流動性の確保」を経

営の基本目標とする。併せて、県立病院の役割を果たしていくための取組を実施することと

する。 

４． 計画の進行管理 
計画の推進にあたっては、病院ごとに実施計画を定めて取組を進めるとともに、取組状況

については「経営改革会議」等において進行管理を行う。 
その際、計画の達成状況を四半期ごとにＰＤＣＡサイクルで検証・評価し、目標管理を徹

底していく。 
また、外部有識者で構成される「沖縄県立病院経営評価委員会」においても評価を実施す

ることとする。 

５． 計画の期間 
計画の期間は、平成 29 年度から平成 32 年度までの４年間とする。 
また、医療政策に係る国及び県等の動向を注視しながら、診療報酬改定、患者動向等の変

化、計画の達成状況の検証・評価及び経営状況等も踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行

う。 

６． 計画の見直しについて 
計画の策定時である平成 28 年度に設定した経営計画の３つの目標は、計画期間の初年度で

ある平成 29 年度において、いずれの目標も達成することができなかった。 
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平成 26 年度における地方公営企業に係る会計基準の変更に伴う退職給付引当金に係る費

用負担、同年度の消費税率の引上げによる税負担、平成 27 年度における社会保険制度の変更

に伴う法定福利費の費用負担という外的要因による各種の費用負担は、病院経営に大きな影

響を与え、病院事業局の経常収支は平成 27 年度から赤字へ転じ、経営状況の悪化が進み始め

た。 
また、計画を策定した平成 28 年度においては労働基準監督署から医師のいわゆる当直勤務

に係る時間外勤務手当の支給等に関する是正勧告を受け、平成 29 年度においては当該是正勧

告に対応して過年度分の手当追給分を含め多額の費用を負担するなどし、給与費が増大した。

これにより、平成 29 年度決算は、すべての県立病院において経常収支と純損益が赤字となっ

た。 
医業収益に対する給与費の割合が 70 パーセントを超える高い水準となっており、時間外勤

務時間の縮減等による給与費の抑制が緊急に対応すべき重大な課題となっている。さらに、

平成 31 年 10 月の消費税率の引上げによる税負担の増、平成 32 年４月の地方公務員法等の

改正による会計年度任用職員制度の導入に伴う給与費の負担増など、病院経営に大きく関連

する外的条件の変化に伴い費用を負担することに適切に対処していかなければならない状況

にある。 
このように病院事業局の経営環境は、極めて厳しい状況に変化しており、計画の策定時に

考慮できなかったこれらの制度改正等に伴う費用の増加等を計画に反映させ、病院事業局が

病院事業を実施する上での課題を明らかにし、経営を改善させるための方向性、具体的施策

及び目標を定め、経営を健全化させる新たな道筋を明らかにする必要がある。 
以上のことから、病院事業局は、沖縄県立病院経営計画の見直しに関する基本方針（平成

30 年７月沖縄県病院事業局長決定。「見直しに関する基本方針」という。）に基づき、経営計

画を見直した。 

７． 目標の設定 
次の目標のうち、経常収支以外の目標については、病院事業全体で達成に向けて取り組む

こと、とされている。 

(1) 経常収支の黒字確保 
沖縄県病院事業は、平成 21 年度から平成 26 年度まで経常収支が黒字となったものの、平

成 27 年度から平成 29 年度までのいずれの年度においても赤字となった。 
経常収支の黒字を確保することは、医療の安定的な提供、施設・医療機器等に係る設備投

資及び健全な病院経営を維持するための基本的な目標であることから、「経常収支の黒字確保」

を計画の目標とする。 
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経営を健全化させる上で最初に達成すべき基本目標を、「経常収支の黒字確保」としている。 
本計画は計画期間を平成 32 年度（令和２年度）までとしているが、経営を改善する取組を

実践しても、計画終了年度である平成 32 年度から施行される地方公務員法等の改正の影響に

より、同年度の給与費の負担増が大きいことから、計画期間中に経常収支を黒字化する数値

目標を定めることが困難となっている。 
平成 32 年度の給与費の負担増を克服するには、計画期間が終了した後に更に２年の期間を

要することが見込まれており、病院事業全体で経常収支が黒字化する年度を「平成 34 年度

（令和４年度）」と目標設定している。 

(2) 投資資金の確保 
県立病院が、地域において必要な医療を適切かつ安定的に提供していくためには、施設や

医療機器の整備に係る設備投資が不可欠である。 
投資を継続して行うためには、安定した経営基盤の構築に取り組み、充分な資金を確保す

る必要がある。 
そのため、収益的収支に加え、設備投資に係る資本的収支も含めた収支を均衡させるため

の資金を確保することが重要であることから、「投資資金の確保」を計画の目標とする。 
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(3) 手元流動性の確保 
県立病院は、地方公営企業として運営していることから、発生する資金需要に対応するた

めに必要な現金を確保していなければならない。 
安定した病院経営のためには、手元資金について年間事業費用の２ヶ月分以上の額を確保

することが望ましく、手元資金の額が１ヶ月分相当額を下回る状況になると経営に係る資金

繰りに多大な影響が生じる可能性があることから、経営の安全性を考慮し、「手元流動性の確

保」を常時維持する観点から、１ヶ月分以上の額を経営上必要な手元資金として常時確保す

ることを目標とする。 
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第３． 「県立病院ビジョン」の策定 
沖縄県病院事業局では、県立病院の基本理念・基本方針のもと、県立病院としての役割を

果たし、県民の健康を保つために必要な医療サービスを提供するための取り組みを日々行っ

ている。しかし、県立病院を取り巻く様々な環境が変化している中、変化に対応し、県立病

院が果たすべき役割を効果的かつ持続的に担っていくため、令和４年度から令和 13 年度まで

を目標とした中長期的な方向性を「県立病院ビジョン」として令和３年度中に取りまとめる

こととしている。 
県立病院ビジョンの検討に当たっては、病院事業局長や各県立病院院長のほか、学識経験

者、地域医療関係者、行政関係者から幅広く意見を聴取する必要があるため、これら関係者

で構成する「県立病院ビジョン検討委員会」を新たに設置して検討を行うこととしている。

また、委員会の下部組織として、県立病院の若手職員等で構成する作業部会を設置し、委員

会資料の内容等について協議を行うこととしている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

沖縄県立病院経営計画
（期間：平成29年度～令和２年度）

※現行の計画は、期間を令和４年度まで延長

⇒　次期経営計画（令和５年度～）は、県立病院ビジョン（令和３年度策定）を踏まえ策定する。

県立病院ビジョン
期間：10年間（令和４年度から令和13年度）

基本理念

　
  県立病院は、沖縄県の基幹病院、また、地域の中核病院として、救急医療、小児・周
産期医療、離島・へき地医療、精神医療等の政策医療を提供するとともに、地域医療の
確保に努めます。

基本方針

⑴ 県民・患者の視点に立った医療を提供するとともに、医療水準の向上に努めます。
⑵ 人材育成を推進し、知識、技術の向上に取り組みます。
⑶ 県立病院として必要な医療提供体制を整備するとともに、職員が生き生きと働ける
職場を目指します。
⑷ 安定した経営を行い、適切な投資が出来るよう努めます。

県立病院の役割
及び医療機能
（基本方向）

１ 民間医療機関で対応の困難な医療の提供
　（高度医療、特殊医療、不採算医療）
２ 地域特性、医療機能を踏まえた医療の提供
　（地域医療の確保）
３ 公的医療機関として担う必要がある医療等の提供
　（法令等の位置づけがある医療、先導的医療）
４ その他
　（教育・研修機能、保健行政的医療の支援）

理念

ミッション

ビジョン

方策 方策 方策

使命、果たすべき役割

ミッション実現に向けた目標、方向性

新たに策定

今
後
も
堅
持
す
べ
き
も
の

期
間
を
定
め
て
策
定
・
見
直
し

県立病院ビジョンは、環境変化

に対応し、県立病院が果たすべき

役割を効果的かつ持続的に担っ

ていくため、今後１０年間の県立

病院の挑戦目標及びそれを実現

するための施策の基本方向（何を、

どこまで、どのようにやるか）をと

りまとめる。

県立病院ビジョン策定の目的

既存の計画

平成29年４月17日

病院事業局長決定

県立病院のあり方

に関する基本構想

（平成21年6月）

■病院事業局の施策体系 


